
柳川市長　金子　健次

職員の任免及び職員数に関する状況

1 職員の任免

（１）職員の採用

（２）職員の退職

2 職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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般
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他団体への派遣による職員増

事業終了に伴う業務減

新規事業による職員配置見直し

区画整理事業の縮小に伴う職員配置見直し

主な増減理由

2 

生活支援事業推進による職員増1 

0 

0 

43 43

その他 32 32

0 

0 

平成２９年度

柳川市人事行政の運営等の状況の公表について

柳川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１９年柳川市条例第８号）に基づ

き、平成２９年度の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

初級行政事務 上級行政事務 土木技術

合　　計
自己都合

消防職

12 3 2
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（２）年齢別職員構成の状況

　

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成27年4月1日～平成32年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）

（注）１　計画期間は、Ｈ27.4.1～Ｈ32.4.1の５年間です。なお、H25、Ｈ26、Ｈ28、Ｈ29年度に

        ついては実績のみ表示しています。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

－
職員数

実績

計画 － －

H25.4.1

516 506

実績の進捗率 △9△86 （△14.3） △96 （△15.9） △96 （△17.4）

H28.4.1

497 488

497 －

（△1.8）

各年度

17
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職員の給与の状況

1 人件費の状況（普通会計決算）

2 職員給与費の状況（普通会計決算）

※再任用含む

3 ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

　　　　ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

　　　　俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　 したものです。

467 1,846,662 2,888,503739,922

　　　　　千円人

16.5

人件費率

　　　　　　％

Ｂ／Ａ

給　　与　　費

千円 千円

給与費 B/A

一人当たり

　　計　　Ｂ

千円

6,185

千円

区分
歳出額

　　　　　　Ａ（H30.3.31）

人　

人件費

　　　　　　Ｂ

給　 料

実質収支

　　　　　　　千円 　　　　　千円

住民基本台帳
人　　　　口

66,829 1,097,555

区分

29,214,554

職員数
　　　Ａ

平成29

　　　　　千円

職員手当 期末・勤勉手当

平成29

年度 4,831,175

301,919年度

（H26.4.1）

99.8

（H26.4.1）

97.9

（H26.4.1）

98.6

（H27.4.1）

99.5
（H27.4.1）

97.9

（H27.4.1）

98.7（H28.4.1）

100.5

（H28.4.1）

98.1

（H28.4.1）

99.1

（H29.4.1）

99.7
（H29.4.1）

98.0

（H29.4.1）

99.1

90

95

100

105

柳川市 類似団体平均 全国市平均
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2 職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　　　　①一般行政職

43 歳 円 円 円

43 歳 円 円 円

43 歳 円 円

42 歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

49 歳 人 円 円 円

51 歳 人 円 円 円

49 歳 人 円 円 円

55 歳 人 円 円 円

50 歳 人 円 円

50 歳 人 円 円 円

　　　　平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

　　　　間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査

　　　　において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

　　　　時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（国ベース）

375,252

―

技能労務職

368,978

平均給与月額

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

410,719

418,756

.6

385,782

.2

330,531

平均給料月額

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の

一般行政職

－

356,671

平均給与月額
平均給料月額 平均給与月額

365,641335,264 395,273

柳川市 363,590 387,301

うち　　給 食 調 理 員 370,191

うち

385,382.5

国

福岡県 330,600

平均年齢

.5

.2

区　分

柳川市

類似団体 318,443 378,165 345,066.5

（国比較ベース）
職員数

平均給与月額
区　　分 平均年齢

375,5805

.3

11

国 286,833 ―

清 掃 職 員 362,060

福岡県 330,000 380,549

柳川市 福岡県 国

類似団体 312,670 340,669

（２）職員の初任給の状況

147,100

－

高校卒

大学卒 179,200

－高校卒

－

179,200

328,874.9 30

151,500 151,200

大学卒

584

2,722

21

328,360.6

390,574.0

高校卒

区　　　　分

151,500 －

中学卒

経験年数25年

一般行政職

185,500

区　　　　　分

267,950

経験年数10年 経験年数20年 経験年数30年

330,300227,700 357,925 376,767

357,160 373,383 415,700
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3 一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況

（注）１　柳川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（２）昇給への勤務成績の反映状況
　　　平成２９年４月２日から平成３０年４月１日

　　　までにおける運用

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

2.1

一般職員

課長、主幹及び参事の職務
　　　　　　　　％

37 11.3

７級 部長又は庁舎長の職務
　　　　　　　　％

7

５級 課長補佐及び副主幹の職務
　　　　　　　　％

28 8.6

149 45.6

構成比

　　　　　　　　％
４級

１係長及び主査幹の職務
２事務主査及び技師主査の職務

区分 標準的な職務内容 職員数

２級 主事及び技師の職務
　　　　　　　　％

24

１級
定型的な業務を行う主事及
び技師の職務

人 ％

7.3

３級
主任主事及び主任技師の職
務

　　　　　　　　％

52

○ ○ ○

６級

柳川市 国

管理職員 特定管理職員 一般職員

303,400

30

円 円

227,900 349,200

9.2

15.9

261,100 387,700

141,600 246,600

円

円 円

円

191,700

円

287,100

円 円

395,200

円

361,800 444,100

円 円

317,700 410,400

円円

○

○ ○

○ ○

１級, 9.2% １級, 9.0% １級, 6.4%

２級, 7.3% ２級, 6.8%
２級, 3.5%

３級, 15.9% ３級, 18.5% ３級, 28.9%

４級, 45.6% ４級, 43.5%
４級, 40.8%

５級, 8.6% ５級, 9.0% ５級, 7.9%

６級, 11.3% ６級, 11.1% ６級, 10.5%

７級, 2.1% ７級, 2.1% ７級, 2.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成29年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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4 職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置

・役職加算　5～15% ・役職加算　5～20%

・管理職加算　10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　　　平成２９年４月２日から平成３０年４月１日

　　　までにおける運用

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

（２）退職手当

国

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

（その他の加算措置） （その他の加算措置）

定年前早期退職特例措置(2%～20%加算) 定年前早期退職特例措置(2%～45%加算)

（退職時特別昇給）

なし

（１人当たり平均支給額）

千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）地域手当

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

464 0.0

2

797

24.586875

0.0

10.0

千円

支給職員１人当たり平均支給年額

柳川市

国の制度（支給率）

22,265

支　　　給　　　実　　　績

10.0

勤務地域 支給率 対象職員数

　円265,666

福岡市

34.5825 28.0395

49.59 49.59 47.709

41.325 49.59 39.7575

1.45 0.85 1.45

2.60 1.80

25.5562520.445

管理職員

○

1,584

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

柳　川　市 国

１人当たり平均支給額　　　　　　　　　　　 ―

国

2.60 1.80

0.85

一般職員 特定管理職員 一般職員

柳川市

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

47.709

33.27075

47.709

柳　川　市

19.6695

29.145

筑紫野市 3.0 1 3.0
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（４）特殊勤務手当

千円

　円

　％

円

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６）その他の手当

0

支給職員１人
当たり

平均支給年額

265,679

323,318

52,016

100,173

62,458

千円

千円

千円

千円

救急手当 消防職員

平成28年度決算

支　　 　給 　　　実 　　　績

救急救命士の救急業務

主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額

115,906

支給実績

245

職員全体に占める手当支給職員の割合

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

支 給 実 績

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額

109,806
平成29年度決算

手当の名称

支　　 　給 　　　実 　　　績

月額

千円

支給職員１人当たり平均支給年額 257

内容及び支給単価
国の制度と
異なる内容

国の制度
との異同

主な支給対象職員

円扶養手当

宿日直勤務を命じられた
場合
1回につき4,200円

手　当　名

34,595住居手当
家賃支払者最高限度額
27,000円（家賃55,000円
以上）

同じ

円

通勤手当

・交通機関利用者（電車
バスなど）55,000円まで
全額支給(最高限度額)
・交通用具利用者（自動
車自転車など）=通勤キ
ロ数に応じて支給 2,000
円～31,600円の範囲

同じ 19,142 円

円
休日勤務

手当

休日等において勤務する
ことを命ぜられた場合
勤務1時間当たりの給与
額×135／100（代休を取
得する場合は35/100）

異なる

円千円

宿日直手当

午後10時から翌日の午前
5時までの間に勤務する
ことを命ぜられた場合
1時間当たりの給与額×
25／100

同じ
夜間勤務

手当
3,685

円

左記の括弧書きの
規定なし

29,551

0

72,796

同じ

配偶者10,000円、子8,000円
（配偶者のない場合は1人の
み10,000円）、それ以外の
被扶養者6,500円（配偶者の
ない場合は1人のみ9,000
円）
16歳から22歳までの被扶養
者はさらに5,000円加算

同じ

（出勤回数により日割減額あり）

1,374

80,824

3.64

1

左記職員に対する支給単価

7,000
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5

特別職の報酬等の状況

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円 任期毎

円 任期毎

円 任期毎

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（市長、

　　　副市長は４年＝４８月、教育長は３年＝３６月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

教育長 657,000 　　－ 　－

教育長 657,000円×在職年数×252/100 4,966,920

285,100

268,200

支給職員１人
当たり

平均支給年額

588,255

5,375

560,000

448,000

347,900

470,000

738,000 802,000

議　長 455,900

月分

備　　　　考

副市長

議　長

3.3

738,000円×在職年数×300/100

副議長 3.3

議　員

退
職
手
当

期
末
手
当

副議長 407,400

910,000円×在職年数×510/100

388,000

市　長

市　長

500,000

区　　　分

給

料

910,000

報

酬

550,000

市　長

議　員

管理職手当

管理又は監督の地位にあ
る職員
部長級　59,760円
課長級　46,710円

1,000,000

副市長

支給実績

副市長

18,564,000

8,856,000

千円

国の制度
との異同

俸給の特別調整額
として支給。

172同じ

30,001

管理職手当を支給される
職員が、臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営
の必要により、週休日や
休日又は平日夜間に勤務
した場合
（1回につき）部長級
4,300円、8,500円、
12,750円。
課長級は3,000円、7,000
円、10,500円。

内容及び支給単価

円

円

千円
管理職員
特別勤務

手当

国の制度と
異なる内容

手　当　名
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職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

1 勤務時間

2 休憩時間

　一般的な職員の休憩時間は、午後０時１５分から午後１時までの４５分としています。

3 週休日・休日

4 休暇

5 育児休業

　職員の勤務時間その他勤務条件は、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないよ

うに考慮して、条例等で定めています。

　その概要は次のとおりです。

　勤務時間は、休憩時間を除き、１日について７時間４５分、１週間について３８時間４

５分です。

　一般的な職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時までとしています。また、交

代制勤務など、勤務の特殊性により、この勤務時間により難い職員の勤務時間は、別に定

めています。

　週休日とは、原則として毎週日曜日及び土曜日を、また、休日とは祝日法による休日

（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日）及び年始年末

の休日（１２月２９日から翌年の１月３日までの日（祝日法による休日を除く。））をい

います。

　なお、公務の運営上の事情により、特別の形態によって勤務する必要のある職員につい

ては、週休日を別に定めています。

　休暇の種類は、給与が支給されるか否かによって、有給休暇と無給休暇に分けることが

できます。有給休暇としては、事由を限らず、毎年与えられる年次有給休暇と、特定の事

由に基づいて認められる特別休暇等があります。また、無給休暇として、介護休暇等があ

ります。

　育児休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、もって職員の福祉を増進する

とともに、行政の円滑な運営に資することを目的とした制度で、対象となる子の年齢は３

歳未満となっています。

　次世代育成の観点から、男性の積極的な育児参加が特に求められている中、柳川市にお

いても、各任命権者が職員の子どもたちの健やかな育成のため、育児休業等の制度周知の

徹底と取得しやすい環境整備を図っていくこととしています。
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職員の分限及び懲戒処分の状況

1 分限処分の状況

2 懲戒処分の状況

職員の服務の状況

0

　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務にお

ける規律と秩序を維持することを目的として行う処分のことです。平成２９年度における

懲戒処分の状況は、次のとおりです。

　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあっては、全

力を挙げてこれに専念しなければならないこととされています。

　また、職員には、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を

守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制

限を遵守することが求められています。

　柳川市においては、公務員としての服務規律や綱紀の粛正について、必要に応じて職員へ周

知徹底を図るとともに、職員倫理条例を制定し、職員の倫理の保持に努めています。

合　　　　計
0 00

000

人

0

人

00

人

合　計

法令に違反した場合
人 人

0

職に必要な適格性を欠く場合

0

減　給 停　職

勤務実績がよくない場合

心身の故障の場合

　分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない等の場合に、公務能率を

維持することを目的として行う処分のことです。平成２９年度における分限処分の状況

は、次のとおりです。

0

　　　　　　　　　　処分の種類

処分事由
降　任 免　職

0

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合 0 0

免　職

職務上の義務に違反し又は職務
を怠った場合 0 0

0 0 0

人

　　　　　　　　　　処分の種類

処分事由
戒　告

0 0 9

0 0

0

9

0-

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合

0 -

00 0

9 9

0

-

合　　　　計

刑事事件に関し起訴された場合
- - 0

人人 人

休　職 合　計

0

0
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職員の研修及び勤務成績の評定の状況

1 職員の研修の状況

備　　考

研修所研修 人

（市町村職員研修所） 人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人 全80講座実施

2 勤務成績の評定の状況

職員の福祉及び利益の保護の状況

1 安全衛生管理

2 職員の健康管理

　また、職員に対して行う心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）

や検査結果に基づく医師による面接指導を全職員を対象に実施しています。

3 職員の福利厚生

4 利益の保護の状況
　職員の利益は、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分に対する不服申立て制度

によって保護されています。

　勤務条件に関する措置要求制度は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し団体協約を

締結することの認められない職員が公平委員会に対して地方公共団体の当局により適切な

措置が執られるべきことを要求する制度であり、また、不利益処分に対する不服申立て制

度は、不利益な処分を受けた職員が公平委員会に対して不服申立てを行うことを認める制

度です。

　特定職員（部長級・課長級）は、平成２４年１０月から目標管理制度・業績評価制度及

び能力評価制度を本格実施しています。

　一般職員については、平成２４年１０月から能力評価制度を本格実施しています。

　職員の安全と健康を確保し、快適な職場環境を形成するために、労働安全衛生法（昭和

４７年法律第５７号）及び柳川市職員安全衛生管理規則（平成１７年規則第３４号）に基

づき、衛生管理者、産業医の選任及び衛生委員会を設置しています。

　労働安全衛生法に基づき、事業者責任として職員の健康管理状態を把握し、健康障害や

疾病の早期発見を行うため、全職員を対象に一般健康診断（定期健康診断、特定業務従事

者の健康診断）を実施しています。

　職員の福利厚生制度として、地方公務員法第４２条の規定に基づき、柳川市職員共済会

を設置し、職員の元気回復、職員に対する慶弔金や見舞金の交付その他の福利厚生に関す

る事業を行っています。なお、この共済会は、職員の会費及び市の負担金（負担金総額

10,106千円）などで運営されています。
　また、職員の共済制度は、福岡県市町村職員共済組合に加入し、地方公務員等共済組合

法に基づき、職員と市において分担拠出する財源により、短期給付事業（医療関係等）、

長期給付事業（年金関係）、福祉事業（健康保持増進事業等）を行っており、厚生年金、

健康保険等と同様に、社会保険制度の一環とされています。

研　　修　　名　　等 派遣参加人数

49

柳川市人材育成基本方針【改訂版】職員研修会

派遣研修（全国市町村国際文化研修所　等）

337

46

33

階層別研修

171交通安全教室

職場研修

区　　分

選択研修・課題研修

延べ 104

33

メンター研修

まちづくり出前講座（講師派遣）

職場外研修

コスト意識・経営感覚を養う研修 46

人事評価研修

メンタルヘルス研修

31

コミュニケーション研修 92

171

コーチング研修 77

-11-



公平委員会の業務の報告

1 勤務条件に関する措置の要求の状況

（１）係属の状況

（２）審査の状況

2 不利益処分に関する不服申立ての状況

（１）係属の状況

（２）審査の状況

3 職員からの苦情相談の処理状況

　勤務条件に関する措置の要求制度は、職員からの勤務条件に関し、適当な行政上の措置

を求める要求があった場合に、公平委員会が必要な審査をした上で判定を行い、あるいは

あっせん又はこれに準ずる方法で事案の解決を図るものです。

　不利益処分についての審査制度は、職員からの懲戒その他その意に反する不利益な処分

を受けたとして審査請求があった場合、公平委員会が事案を審査し、その結果に基づい

て、その処分を承認し、修正し、又は取り消す判定を行うものです。

　苦情相談制度は、従来の措置要求制度等では対応できないような職員の個別的な苦情相

談があった場合、公平委員会が必要に応じて調査を行い、各任命権者との連携・協力によ

り事案を処理するものです。

平成３０年度
への繰越件数

事案件数 0 0 0 0

平成２８年度
の係属件数

平成２９年度
中の要求件数

平成２９年度
中の処理件数

0

事　案　名 審査等の状況

― ―

平成２８年度
の係属件数

平成２９年度
中の要求件数

平成２９年度
中の処理件数

平成３０年度
への繰越件数

その他 0

審査等の状況

懲戒処分 0 0 0

分限処分 0

事　案　名

処理件数

2

― ―

0

計 0 0 0 0

0 0

0

00

平成２９度
実　　　　績

相談日

延べ１３回（毎月１回、臨時１回）

相談件数

2
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